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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

270 雇 用 政 策 総 務 費 89,501 75,408 【雇用情勢に関する参考指標】

(雇 用 政 策 課) [㊀ 75,408] ハローワークにおける求人・求職者の状況 (平成30年度)

区 分 一般有効求人数（累計） 一般有効求職者数（累計） 一 般 有 効 求 人 倍 率

求人・求職者の状況 302,096名 203,047名 1.49倍

「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」

新規学校卒業者（県内高校）の就職内定状況 (平成30年度)

区 分 求 人 数 求 職 者 数 求 人 倍 率 就 職 者 数 就 職 内 定 率

新 規 学 卒 者 2,351名 1,273名 1.85倍 1,267名 99.5％

「奈良労働局調べ」

ハローワークにおける障害者の就職状況 (平成30年度)

障害の種類別 身 体 障 害 者 知 的 障 害 者 精 神 障 害 者 そ の 他 合 計

就 職 者 数 342名 251名 418名 92名 1,103名

「奈良労働局調べ」

【労使関係に関する参考指標】
(平成30年６月30日現在)

組 合 員 数 の 組 合 員 数 の
労 働 組 合 数 労 働 組 合 員 数

対 前 年 度 増 減 数 対 前 年 度 増 減 率

438組合 50,153名 △1,649名 △3.18％

「平成30年労働組合基礎調査」

270 労 使 関 係 安 定 促 進 費 26,015 23,676 就業支援と働き方改革の推進［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(雇 用 政 策 課) 国 2,218 １ ワークライフバランスの実現 19,902千円

㊀ 21,458
事 業 名 金 額 内 容

社 員 ・ シ ャ イ ン 千円 仕事と家庭の両立等を推進する企業の募集・登録

職 場 づ く り 4,142 成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

推 進 事 業 新規登録企業数（社） 18 39 16

雇用保険の育児休業給付金に上乗せして賃金等を支給する県内事業者に

対し補助
育児休業取得促進事業 15,760

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

交付事業所数（事業所） 40 36 33

274 高 等 技 術 専 門 校 費 621,762 481,093 ２ 離職者等再就職支援対策 293,468千円

(雇 用 政 策 課) 国 385,382
事 業 名 金 額 内 容

使 6

財 484 千円 就労経験の少ない訓練生等を対象に職場実習を実施

諸 45 成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

㊀ 95,176 職場実習参加訓練生数（名） 28 20 27

外部講師による就職支援・起業支援セミナーを実施

高 等 技 術 専 門 校 成 果 指 標 28年度 29年度 30年度
7,982

就 業 支 援 事 業 セミナー受講者数（名） 47 47 137

熟練技能を有する起業家の事業所において訓練を受講した高等技術専門

校卒業生等に対し、手当を支給

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

訓練受講者数（名） 2 2 1

離職者等を対象に、民間職業訓練施設等を活用した職業訓練を実施し、

民間教育訓練施設等 再就職を支援
277,218

活用型職業訓練事業 事務系・介護系及び美容系コース等

募集定員 1,110名 入校生数 921名

訓練内容を拡充し、訓練生の就業等に効果的な職業訓練を実施

在職者訓練コースの拡充
高 等 技 術 専 門 校

8,268 観光マーケティングコース 受講者数 18名
職 業 訓 練 充 実 事 業

ＩｏＴコース 受講者数 13名

外部講師の招聘により訓練内容を拡充（建築科、造園技術科）

276 雇 用 促 進 費 80,239 55,472 ３ 雇用のマッチング支援 31,905千円

(雇 用 政 策 課) 国 26,004
事 業 名 金 額 内 容

㊀ 29,468

千円 県内中小企業の人材確保支援として、奈良と高田のしごと センターに

アドバイザーを配置し、求人求職双方のきめ細かなマッチングを実施
県庁版ハローワーク

17,669 相談件数 149件（求人 75件、求職 74件）
運 営 事 業

登録件数 326件（求人146件、求職180件）

就職件数 19件
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就 職 者 数 342名 251名 418名 92名 1,103名

「奈良労働局調べ」
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270 労 使 関 係 安 定 促 進 費 26,015 23,676 就業支援と働き方改革の推進［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(雇 用 政 策 課) 国 2,218 １ ワークライフバランスの実現 19,902千円

㊀ 21,458
事 業 名 金 額 内 容

社 員 ・ シ ャ イ ン 千円 仕事と家庭の両立等を推進する企業の募集・登録

職 場 づ く り 4,142 成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

推 進 事 業 新規登録企業数（社） 18 39 16

雇用保険の育児休業給付金に上乗せして賃金等を支給する県内事業者に

対し補助
育児休業取得促進事業 15,760

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

交付事業所数（事業所） 40 36 33

274 高 等 技 術 専 門 校 費 621,762 481,093 ２ 離職者等再就職支援対策 293,468千円

(雇 用 政 策 課) 国 385,382
事 業 名 金 額 内 容

使 6

財 484 千円 就労経験の少ない訓練生等を対象に職場実習を実施

諸 45 成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

㊀ 95,176 職場実習参加訓練生数（名） 28 20 27

外部講師による就職支援・起業支援セミナーを実施

高 等 技 術 専 門 校 成 果 指 標 28年度 29年度 30年度
7,982

就 業 支 援 事 業 セミナー受講者数（名） 47 47 137

熟練技能を有する起業家の事業所において訓練を受講した高等技術専門

校卒業生等に対し、手当を支給

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

訓練受講者数（名） 2 2 1

離職者等を対象に、民間職業訓練施設等を活用した職業訓練を実施し、

民間教育訓練施設等 再就職を支援
277,218

活用型職業訓練事業 事務系・介護系及び美容系コース等

募集定員 1,110名 入校生数 921名

訓練内容を拡充し、訓練生の就業等に効果的な職業訓練を実施

在職者訓練コースの拡充
高 等 技 術 専 門 校

8,268 観光マーケティングコース 受講者数 18名
職 業 訓 練 充 実 事 業

ＩｏＴコース 受講者数 13名

外部講師の招聘により訓練内容を拡充（建築科、造園技術科）

276 雇 用 促 進 費 80,239 55,472 ３ 雇用のマッチング支援 31,905千円

(雇 用 政 策 課) 国 26,004
事 業 名 金 額 内 容

㊀ 29,468

千円 県内中小企業の人材確保支援として、奈良と高田のしごと センターに

アドバイザーを配置し、求人求職双方のきめ細かなマッチングを実施
県庁版ハローワーク

17,669 相談件数 149件（求人 75件、求職 74件）
運 営 事 業

登録件数 326件（求人146件、求職180件）

就職件数 19件
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外部講師による就職支援・起業支援セミナーを実施

高 等 技 術 専 門 校 成 果 指 標 28年度 29年度 30年度
7,982
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276 雇 用 促 進 費 80,239 55,472 ３ 雇用のマッチング支援 31,905千円

(雇 用 政 策 課) 国 26,004
事 業 名 金 額 内 容

㊀ 29,468
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－109－



５ 若者の就労支援 13,960千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 大学３回生等を対象に、県内企業若手社員との座談会を実施
若 年 者 県 内 就 職

開催日 平成30年９月19日 参加者数 20名
促 進 事 業

奈良工業高等専門学校の教員と県内企業の交流会を開催
（ 就 職 活 動 準 備

1,190 開催日 平成31年２月８日 参加企業数 23社
セ ミ ナ ー 事 業

奈良県立大学、奈良女子大学及び奈良工業高等専門学校の学生を対象に
・ 高 専 生 県 内 就 職

合同企業見学バスツアーを実施
促 進 事 業 ）

開催日 平成31年２月15日 参加学生数 31名

若年無業者等の職業的自立を支援する「地域若者サポートステーション」

において、就業セミナーの実施や臨床心理士の配置等により就業支援

を強化

若 年 無 業 者 就 業 成 果 指 標 28年度 29年度 30年度
12,770

支 援 事 業 利用者の就職件数（件） 182 152 152

働くことに不安を抱える若年無業者の早期の就労に向け、ジョブコーチの

きめ細かなサポートによる就労訓練を実施

就労訓練参加者数 22名 就職者数 12名

276 しごと センター費 102,973 94,312 ６ 若者と県内企業のマッチング支援

(雇 用 政 策 課) 国 231
事 業 名 金 額 内 容

㊀ 94,081

千円 高校生を対象とした就職フォーラムを開催

開 催 日 平成30年６月12日

開催場所 奈良県産業会館

若 年 者 県 内 就 職 参加者数 パネリスト ５名 企業 12社 学生 479名
461

促 進 事 業 県外の理工系学部のある総合大学において奈良県内企業説明会を開催

開 催 日 平成30年６月22日 ほか

開催場所 近畿大学 大阪産業大学

参加者数 企業 延べ33社 学生 延べ59名

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 県内就労あっせん・起業支援センターにおいて、金融機関等と連携し、

県内就労あっせん・ 県内中小企業への高度専門人材の就職あっせん及び起業支援を実施
13,725

起 業 支 援 事 業 企業訪問件数 71件

求人件数 88件 求職者数 83名 就職者数 37名

社会復帰を目指す矯正施設出所者等の雇用を促進

出所者等の雇用の重要性を考えるシンポジウムの開催
社 会 復 帰 促 進

511 開催日 平成30年12月１日 参加者数 98名
就 労 支 援 事 業

企業等を対象に、雇用する際の留意事項等を学ぶセミナーの開催

開催日 平成31年３月13日 参加者数 33名

４ 奈良らしい特色のある雇用の創出 3,733千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 働き方改革を推進するため、県内での現状や課題を把握・分析し、事業

所による主体的な取組を支援

社会保険労務士等専門家の事業所への派遣 派遣企業数 10社

業種別ワークショップの開催
働き方改革推進事業 3,424

開催日 平成30年８月30日 参加者数 29名

平成30年９月27日 参加者数 26名

平成30年11月８日 参加者数 20名

平成30年12月５日 参加者数 18名

奈良労働局と連携し、離職者の早期再就職支援、離職防止の講習会等を

実施

若手社員対象の講習会を実施
離職者対策強化事業 309

６回開催 参加者数 67名

県内企業の人材育成担当者向けセミナーを実施

４回開催 参加者数 41名

雇 用 政 策 費
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きめ細かなサポートによる就労訓練を実施

就労訓練参加者数 22名 就職者数 12名

276 しごと センター費 102,973 94,312 ６ 若者と県内企業のマッチング支援

(雇 用 政 策 課) 国 231
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開催場所 近畿大学 大阪産業大学

参加者数 企業 延べ33社 学生 延べ59名
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告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 県内就労あっせん・起業支援センターにおいて、金融機関等と連携し、
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社会復帰を目指す矯正施設出所者等の雇用を促進

出所者等の雇用の重要性を考えるシンポジウムの開催
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企業等を対象に、雇用する際の留意事項等を学ぶセミナーの開催

開催日 平成31年３月13日 参加者数 33名

４ 奈良らしい特色のある雇用の創出 3,733千円
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